
当社の経営概況について

平成1９年４月２７日

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将来の業績を保証
するものではなく、リスクと不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境に関する前
提条件の変化などに伴い変化することにご留意下さい。
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経営目標経営目標（財務）の見通し（財務）の見通し

２

経営目標の推移（連結）

経営目標の推移（単独）
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【連結】

経営目標

H17～21年度

（1,030）

ＦＣＦ 1,016 億円 560 億円 平均 1,200 億円

（1,040）

経常利益 1,185 億円 1,190 億円 平均 1,100 億円

（2.3）

ＲＯＡ 2.4% 2.4% 平均 3%

（26.8）

自己資本比率 26.8% 27.9% 平成21年度末 30%

（注）　(　）内は中間決算発表時の通期予想

【単独】
（1,020）

ＦＣＦ 873 億円 610 億円 平均 1,000 億円

（950）

経常利益 1,057 億円 1,080 億円 平均 1,000 億円

（2.2）

ＲＯＡ 2.4% 2.4% 平均 3%

（26.9）

自己資本比率 26.9% 28.0% 平成21年度末 30%

（注）　(　）内は中間決算発表時の通期予想
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H19年度
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販売電力量の推移

■販売電力量

■新規需要創出量
新規需要創出量の推移
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H18年度 目　標

実　績 H16～21年度

オール電化 4.6 3.0 7.6 15.0

法人関係 10.6 10.2 20.8 22.0

合　計 15.2 13.2 28.4 37.0

（注） 法人お客さま累計実績のうち、自家発戻り需要：18.5億kWh

H16,17年度
累計実績

累計実績

販売電力量の推移
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増　減

実績(a) 計画(b) (a-b)
（▲0.1） （▲0.0） 〔▲0.1〕

一　般 607.7 607.1 607.5 ▲ 0.4

（6.8） （5.2） 〔1.5〕
大　口 221.9 236.9 233.5 3.4

（1.7） （1.4） 〔0.4〕
合　計 829.6 844.0 841.0 3.0

（注１） （　）内は対前年伸率、〔　〕内は対計画伸率

（注２） 計画欄は中間決算発表時の通期予想
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事業領域ごとの動き事業領域ごとの動き

【事業領域ごとの経常利益】
（億円）

経営目標

H17～21年度

（40）

82 80 平均 40

（▲20）

▲27 ▲30 平均 40

（40）

34 20 平均 20

（注１） 各事業領域は単体の附帯事業を含む。
（注２）（　）内は中間決算発表時の通期予想

環境・ﾘｻｲｸﾙ事業、
生活ｻｰﾋﾞｽ事業

H18年度
実　績

H19年度
見通し
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(当社電気事業除く)
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事業領域ごとの経常利益の推移
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(億円)

目標

(年度)

（参考）海外での事業展開へ向けた取り組み

【中国】
・Ｈ19年４月、中国大唐集団公司及び住友商事と「再生可能エネルギー協力枠組協定（※）」

及び「中国・内蒙古自治区における風力発電プロジェクトの合弁契約」の締結
（※ 中国国内外における再生可能エネルギーの開発 及び 技術や知見の情報交換に関する協力）

【ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ】
・Ｈ19年４月、メドコ電力ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、メドコ地熱ｲﾝﾄﾞﾈｼｱと共同事業開発協力協定締結
（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国内外におけるＩＰＰ事業 及び 燃料上流権益案件に関する共同事業開発協力）

【インド】
・Ｈ19年２月、ＮＴＰＣ（インドの政府系火力発電会社）と交流協定締結
（発電・環境分野等に関する情報交換等）

４
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情報通信事業情報通信事業

■ Ｈ18年度の主な取り組み

① ＱＢＳとＲＫＫＣＳとの業務資本提携
・ＱＢＳは、自治体向けシステム開発に独自の強みを持つＲＫＫＣＳと業務資本提携
・九電グループとして業務資本提携を活用した外販力強化の初の事例

② ＱＴＮｅｔにおけるトリプルプレイサービスの実施
・ＣＡＴＶ会社との協業により、従来のインターネット、光電話に新たに放送サービス

を加えたトリプルプレイサービスを実施（鹿児島地区：本年5月サービス開始予定）

■ ブロードバンド事業（ＢＢＩＱ・光ＩＰ電話）の動向
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回線数増加に伴い着実な収益性の改善が
期待できるため、積極的に事業推進

ＢＢＩＱ

将来的に収支改善が期待できないため、
今後の取扱いについて検討

九州電話

今後とも引続き収益性が確保できる
データ通信
(専用、VLAN 等)

■ ＱＴＮｅｔ各事業の評価結果
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九電グループとしての企業価値向上への取り組み

■ 具体的な内容
・グループ経営強化を目的に、グループ会社の各事業について、「電力サポート事業」、
「一般事業」に区分し、それぞれのミッションに応じた評価を実施

・評価結果を踏まえ、事業ごとに経営改善を実現するためのアクションプランを策定

※アクションプラン：中期的な目標やビジョンを実現するための、事業戦略から具体的施策、実績管理
指標を取りまとめた３ヵ年の総合的な事業計画

■ 現在までの取り組み状況
・Ｈ17年度に24社86事業についてアクションプランを策定し、その実現に向け取り組み中

【Ｈ17年度策定アクションプランの成果見通し】
① 電力サポート事業の58事業については、効率化を進めた結果、半数程度の事業は効率

化目標を早期達成
② 一般事業の28事業は大半が収益性改善

・Ｈ18年度は、更に22社38事業についてアクションプランを策定し、その実現に向け取り組み
を開始

九電グループとしての企業価値向上への取り組み

区　分 定　義 あるべき姿 評価の視点 事業分類

電力サポート
事　　業

電気事業を遂行するうえ
で、必要となる商品・
サービスを提供する事業

・電気事業のコスト低減
・事業基盤確立への寄与

・代替可能性
・コスト優位性

・継続事業、効率化事業、条件付
　継続事業、改善・撤退事業

一 般 事 業
電気事業とは直接関係な
い分野で、商品・サービ
スを提供する事業

・収益性の確保
・収益性
・事業期待性

・強化事業、維持事業、育成
　事業、改善事業、撤退事業

６
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取締役および執行役員制度の見直し取締役および執行役員制度の見直し

■ 目的・基本的な考え方
・コーポレートガバナンスの更なる強化を図るため、「監督と執行の役割を明確化する」ことを基本として、以下のとおり見直
しを実施
① 取締役は、取締役会の一員として会社の経営方針・重要な意思決定について協議・決定するとともに業務執行状況を監督
② 執行役員は、社長の統轄の下に、会社から委任された範囲内で業務を執行

■ 具体的制度
(1) 取 締 役 ・取締役員数を、現行の25名以内から17名以内へ縮減

・取締役の任期を、現行の２年から１年へ
・常務取締役を廃止
（取締役制度の見直しについては、本年６月予定の定時株主総会に、定款の変更議案として付議予定）

(2) 執行役員 ・従来の常務執行役員、執行役員に加え、上席執行役員を設置
(3) 経営会議 ・取締役会決定事項のうち予め協議を必要とする事項や、社長が会社の業務執行を統轄するにあたり、重要な業

務の実施に関する事項について協議するための組織として、現行の「常務会」を改組し、「経営会議」を設置
※実施時期は、本年６月予定の第83回定時株主総会終結後

【現行】 【見直し後】

代表取締役 副社長

代表取締役 社長

代表取締役 会長

代表取締役 副社長

代表取締役 社長

代表取締役 会長

常
務
会

常務執行役員

常務取締役

常務執行役員

常務取締役

執行役員

取 締 役

執行役員

取 締 役

執行役員

業務執行取締役会（25名以内）

経営方針などの
決定／監督

副社長

社 長

会 長

代表取締役

副社長

社 長

会 長

代表取締役

取締役会（17名以内）

経営方針などの
決定／監督

経
営
会
議

上席執行役員

常務執行役員
取 締 役

執行役員

業務執行

７
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発電設備に係る点検結果に対する再発防止策発電設備に係る点検結果に対する再発防止策

■ 抽出された問題点
・業務上必要な法令に関する知識不足
・従前からの業務上の慣行の安易な適用
・職場でのフォロー体制の構築や教育活動が不十分

■ 再発防止策（主な取り組み）

業務運営面での対策

①
電気事業法及び河川法などの関係法令に関する教育
の充実

②
関係法令の解説及び遵守事項，手続き事例等の設
計・工事マニュアル等へ織込み

③ 法令に係る手続き申請の要否判断の明確化

④
官庁申請を確認するための，業務処理チェックシス
テムの構築

⑤ 運用変更時の業務プロセスの明確化

⑥
本店主管部門と各発電設備の運転・保全担当箇所と
のコミュニケーションの充実及び法令の解釈等のサ
ポート体制の充実

コンプライアンス意識向上策

①
発電設備に係る点検結果を踏まえた「社長メッセー
ジ」の発信

②
経営幹部会議及び店所幹部会議等における，当該事
象の報告及び再発防止の周知徹底

③
「コンプライアンス行動指針」等の周知徹底による
法令及び企業倫理の遵守と情報公開の推進

④ コンプライアンス教育・研修での取り組み強化

⑤ 職場における対話活動や個人面談等の充実・徹底

⑥ グループ企業を含めた情報共有化の推進

⑦ 原子力部門における情報公開等のさらなる取り組み

■ 再発防止策の実施状況チェック
・「発電設備点検委員会」の機能を存続
・「コンプライアンス委員会」へ再発防止策の実施状況を報告
・モニタリング機能を活用した再発防止策の効果等を確認
① 内部通報制度「コンプライアンス相談窓口」の活用
② コンプライアンス意識の定期的チェック及び公表

８
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＜お問い合わせ先＞＜お問い合わせ先＞

九州電力株式会社九州電力株式会社 経営企画室ＩＲグループ経営企画室ＩＲグループ

電電 話話 (092)726(092)726--15751575

ＦＡＸＦＡＸ (092)733(092)733--14351435

URL: http://www1.kyuden.co.jp/ir_indexURL: http://www1.kyuden.co.jp/ir_index
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